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祝福されるオランダ植民地支配
－インドネシア、西スマトラ州の

共有地返還闘争における過去の認識'一

中島成久
(法政大学国際文化学部教授）

はじめに

「祝福されるオランダ植民地支配一インドネシア、西スマトラ州

の共有地返還闘争における過去の認識」というテーマについてご説明

します。まずスハルトが1998年に退陣してから、インドネシアでは

｢改革」ルフオルマシ）の時代に入りまして、スハルト時代に抑圧さ

れていたさまざまな主張というものがオープンな形で議論されるよう

になりました。

ミナンカバウという母系制社会の居住地で有名な西スマトラ州にお

いては、スハルト時代に軍や地方政府が、母系社会の共有地をさまざ

まなビジネスの対象地として開発し、ほとんどなんの対価や補償も無

しに使ってきました。人びとはスハルト時代には軍、警察の暴力が怖

くて、不満を述べることが公然とは出来なかったわけですが、スハル

トが退陣してからは、自分たちの共有地を返して欲しいという主張を

西スマトラの各地で激しく展開するようになったわけです。

私の知っている限り現在２０箇所以上の地域でそうした声が拳がっ
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ているし、まだ公然とした声の挙がっていない地域や、一度言挙げは

したものの軍、警察、地方政府の強硬な態度に挫折した地域もあり、

今後ますますそうした要求は増えていくでしょう。２

そうした地域のrI1には、1958年の「国有化」によって国家に帰属

した施設での運動があります。パダンセメント、テルック・バユール

港、それにオンビリン鉱山の３つがそれです。パダンセメントでは、

パダンセメントの位置するナガリ・ルブック・キランガンが、より上

位の行政機構であるパダン市に対して、パダンセメント社が支払う鉱

山使用料の適切な分配を要求して紛糾しています。３テルック･バユー

ル港では、港が一望できる場所に海軍が観光施設を建設していて、そ

の土地を所有しているナガリが「そうした施設は国有化の目的外だ」

と主張し、軍と紛争が起きています｡イオンビリン鉱山では、石炭の

採掘権料の支払いを求めて、紛糾しています。

その他の事例では、個々のナガリの共有地に、ゴムやアブラヤシ、

それにコーヒー農園の建設、あるいは観光施設やゴルフ場の開発など

が推進され、その共有地の返還を求める闘い、あるいは適切な補償を

求める闘いという特徴を指摘できます。その他に、1974年に水道法

が施行されてから発生した水の問題があります｡ナガリにある水源が、

1974年以来周辺の市や県の水供給公社（PＤＡＭ）によって上水道用

水として利用されてきたのですが、多くの地域でその対価が支払われ

ておらず、1998年以降対価の支払いを求める闘いが激しく繰り広げ

られました。さらに、水に関する運動としては、マニンジャウ湖やシ

ンガラック湖の豊かな水を利用した水力発電に伴う補償を求める闘い

があります。５また、まだ西スマトラでは顕在化はしていませんが、

ミネラル・ウォータービジネスのために、ナガリの水源が使われてい

るケースがあり、いずれ補償を求める闘いが起こるでしょう。

インドネシア全般におけるこのような共有地の返還闘争に関する研
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究はまだ始まったばかりです。1998年スハルト退陣後、西ジャワの

タポスの住民がスハルト・ファミリー専用のゴルフ場として開発され

た土地に入り、ゴルフ場を掘り返して元の農地に戻すという闘いを繰

り広げました。しかし、スハルトの息のかかった業者や地区警察から

の暴力的な弾圧を受け、彼らの闘いは表面的には頓挫しました。６ま

た、インドネシアでは1980年代からアブラヤシ栽培が本格化してき

ましたが、その農園開発のために、スマトラやカリマンタンの多くの

土地が民衆の権利を犠牲にして推進されていきました｡この背景には、

1967年の「森林法」の制定により、インドネシアの森が「公共性」

の名の下に、強権的な開発を進めうるようになったことが挙げられま

す。

しかしながら､住民の闘いは負け続けたわけではありません｡東ジャ

ワのジュンブル県のジュンガワーJenggawahでは、スハルト時代に

ある企業に土地利用権（HakGunaUsaha;ＨＧＵ）が付与され、その

返還を求める農民の闘いに瀞察機動隊から激しい暴力が注がれたこと

もありましたが、粘り強い裁判闘争を経て、スハルト退陣後農民の全

面的な勝利で終わった事例があることを指摘しておきます。７

西スマトラにおける個々の事例の詳細な検討というものを今進めて

いるわけですけれども、今日は異業種の方がたくさんいらっしゃいま

して、細かい話をするよりも、この運動というものが一体インドネシ

アの改革の時代においてどのような位置を占めているのか、あるいは

ポスト・コロニアリズムという研究分野の中でどのような形で位置づ

けられるのかという観点からこの共有地返還闘争の問題を検討してみ

たいと考えています。

私は、法政大学比較経済研究所の英文紀要に書いた論文で、西スマ

トラにおける共有地返還闘争の意味として、開発の正当性をめぐる問

題を指摘しました。８多くの運動に桃わっている人々が、軍や地方政
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府が行っているビジネスの公共性に対して疑問を感じ、大きな`憤りを

持っています。そうした人びとは吐き捨てるようによく言いました。

｢彼らは公共性の名の下に民衆の共有地を使っているけれども、それ

は公共性に値しないｃ私的な利益の追求のために我々は犠牲にされて

いるのだ」と。

そうした共有地の多くは、オランダ時代に長期の賃貸契約の下に外

国企業に利用されていました。オランダ語でErpachtといいますが、

英語のLeaseです｡外国の企業はミナンカバウの人びとと契約を結び、

借地料を支払っていました｡それなのにインドネシアが独立してから、

特にスハルト体制になってからは、そういう従来植民地時代のオラン

ダでも認めていた共有地に対する住民の権利というものをほぼ完全に

否定してきたのは解せない､ということです。「プメリンタ･ソウダラ」

(PemerintahSaudara、インドネシア語で兄弟政府の意味）は、同じ

インドネシア人の政府でありながら、何故そういうことをするのか、

その理由が納得できない、と人びとは口々に言うわけです。だからそ

うした人びとは自分たちの権利を証明してくれる資料としてオランダ

時代の記録を必死に探しています。自分たちを植民地支配した人びと

の記録が、解放されたはずの時代に自分たちの権利を守ってくれるわ

けですから、皮肉なものです。底辺に住み、体制により不利益をこう

むり、暴力的な支配にいまだに苦しんでいるそうした人びとの声とい

うものを、学問のタームとしてどのように考えたらいいのかというこ

とが今日の私の発表の大きなテーマになります。

ｌミナンカバウとリージョナリズム

ミナンカバウという地域はインドネシアの中でリージョナリズムの

伝統が非常に強いことで知られています。１９世紀前半にパドリ戦争

(1821～３７）というものがありました。パドリ派と呼ばれたイスラー
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ム改革派が西スマトラで勢力を持つに連れて、ミナンカバウ保守派＝

権力側はオランダの軍事力で改革派を一掃しようとしたわけです。そ

れに対して改革派はオランダに対する抵抗運動を開始し、抵抗は１５

年以上も続きましたが、１８３７年にリーダーのイマム・ポンジョルの

逮捕で終結しました。

この反乱を終結するためにオランダがミナンカバウ保守派に約束し

たのが､｢プラカット･パンジャン」（｢長文の宣言」ほどの意味）です。

その中でミナンカバウ保守派の特権を保証するさまざまな約束がなさ

れたのですが、反乱終結後その約束はほとんど反故にされました。そ

してジャワにおけるサトウキビの強制栽培制度に続いて、西スマトラ

でコーヒーの「強制栽培制度」が始まりました。これによりオランダ

は巨額の利益を得るのですが、次第にこうした方式では利益が出なく

なり、また批判も高まると、２０世紀初頭に「強制栽培制度」を止め、

それぞれの住民一人一人に税金をかける人頭税を課しました。これに

対する抵抗は西スマトラ各地で起きたのですが、アガム県のカマンで

は1908年、激しい武装闘争が起きました。これがカマン戦争と呼ば

れるものです。オランダはその反乱を鎮圧したものの、妥協を重ね、

最終的には１９１４年に「ナガリ法」を制定し、ミナンカバウ共同体の

自律性を法的に認めたわけです。９

そしてインドネシアが独立してからＰRRI(PemerintahRevolutioner

Republiklndonesia、インドネシア共和国革命政府）という反政府運

動が起きました。これはスカルが共産党を自分の支持基盤に組み込ん

でいく過程で、それに反対.する勢力が起こした反乱で、１９５８年から

60年まで続きました。西スマトラ出身のナショナリストが多数参加

し、西スマトラが反乱の拠点となりましたが、最終的には中央政府に

よって制圧されました。10

こうした反乱の面だけではなく、西スマトラはインドネシアの独立

運動、ナショナリズムを考えていく上で非常に大きな役割を果たした
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地域であることを指摘しておきたいと思います。初代副大統領のモハ

マッド・ハッタ、初代首相のスタン・シャリリル、マルクス主義者の

タン・マラカ、イスラーム教育のハジ・アグス・サリムなどなど、そ

うそうたる人物を輩出しました。

現在の西スマトラの人口が400万人と言われていまして、二億人を

超えるインドネシアの中でほんの数パーセントを占めるに過ぎないわ

けです。けれども、この地域は男`性がムランタウという形で外に出て

行く伝統があります。母系制社会の構造と密接に結びつくものです。

外に出て行って故郷に帰ってくる人もいるし、ジャカルタなり他の地

域に定着して、ミナンカバウ人のコミュニティを作っている人びとも

多数います。西スマトラ以外の都市部に住むミナンカバウ人の人口は

300万人と推計されています。’１

つまり、ミナンカバウという社会は外からの動きに対しては非常に

開かれた世界ではなかったのかと考えられるのです。その証拠として

中村先生が生涯をかけて追及されている、サレカットイスラームと

いうイスラーム同盟の支部も、すぐ西スマトラで出来ました（1912

年)。デイニアという民間の学校も1924年出来ました。このデイニア

という教育施設はタン・マラカが提唱した教育組織で最初中ジャワの

スマランで創設されたのですが、このデイニアの支部も西スマトラで

すぐに出来ました。’2また、女子教育専門のデイニア・プトリがパダ

ン・パンジャンに創設されました。’3それからインドネシア共産党も

非常に強い地域でした。インドネシア共産党は公的には３回蜂起をし

たとインドネシアの歴史では語られています。第1回目が1926年で、

二回目が1948年、３回目が1965年です。もっとも、３回目の蜂起の

真偽のほどは明らかではありません。第１回目の２６年の蜂起では、

西スマトラで１５人も逮捕されました。タン・マラカはこの蜂起には

反対で、たまたまシンガポールにいて、逮捕を免れました。Ｍ

ミナンカバウは農耕を基盤とする母系制社会で、のんびりとした社
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会だ、という風に思っているととんでもない間違いです。この辺のダ

イナミックな側面というものはどうしても考慮しておくことが必要で

あります。

２土地、村落共同体、地方自治

２－１土地とアイデンティティ

ミナンカバウ母系制を考えていく上で、土地との関わりは無視でき

ません。土地を抜きにしてはミナンカバウの母系制というものは存在

し得ません。母系制の原理が系譜の上でも明確に辿る事の出来る最大

の範囲がカウム（パユンともいう）というもので、人類学の専門用語

で言えば、母系リネジに当たります。このレベルでの母系制の意識と

いうものは現在でも非常に強いものがあります。カウムのレベルでの

共有地もあります。

スクというのは、母系氏族（クラン）でして、いくつかの明確な系

譜関係でつながれるカウムがある共通の母系の祖先から分かれてきた

と考えられていて、それがスクです。スクにも共有地があります。

最後にナガリという地域共同体があります。英語では単に村と訳さ

れることが多いようです。ナガリを作る条件がありまして、最低４つ

のスクがないとナガリは構成できない。スクには４分の１という意味

があり、４つで完全だという意識があるのです。しかし、実際には４

つどころか10とか１５とかスクがあってもっと複雑なのですが、理念

的には４つのスクがあってナガリが構成されていると考えられていま

す。

このナガリという母系制に基礎付けられた地域共同体の中で、ア

ダットと呼ばれる慣習法の具体的な適用がなされていきます。どうい

う形の婚姻がいいのか、どういう形の婚姻がインセストになるのかと

いうことなどがアダットで決まっています。ナガリが違うと`慣習法の

適用では微妙に違ってきます。インセストの範囲が違ってきます。

土地との関係でいうと、カウム、スク、ナガリ、それぞれの段階で、
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HakUlayatという共有地権があるのです。これを図式的に説明する

と、ナガリ全体で大きな共有地があり、その中に部分的にスクという

共有地があり、さらにカウムという下位の共有地があると考えていい

でしょう。ただし、下位の共有地権に上位の発言権はまったくないと

考えていいでしょう。権利をめぐる争いが起きた場合、調停をするの

が、ナガリ慣習法会議（KANKerapatanAdatNagari）です。制

度化されたのは１９１４年以降のことです。

あるスクではそのスクのリーダーがいます。男』性です。彼らは、プ

ンフールーとかニニック・ママックとか呼ばれています。彼らは、ど

ういう人がカウム、スクの財産を継承する権利があるかということを

決めていきます。西スマトラのように男性がムランタウで村の外へ出

て行く場合、男性（自分の兄弟とか、叔父、夫）を頼って女性が村を

出て行くというケースがよくあります。そうした場合、女性であって

も､村を出てしまうと基本的には継承の権利はなくなります｡村に帰っ

てこない限りは母系の継承ラインから外れますから、その辺で複雑な

問題が出てきます。

ミナンカバウの土地所有というのは、成員の総有制といってもいい

のですけれども、全てのメンバーにオープンというわけではありませ

ん。状況に応じて、その権利を持つ主体は、常に変わっていきます。

カウムのレベルでは、カウムの財産である土地や建物を最終的に売る

ことも可能なのですけれども、必要なときには土地を抵当にして、お

金を借りるということがしばしばあります。’５

全ミナンカバウの土地の８割はまだ共有地なのですが、実際にはそ

の８割ぐらいは抵当権が設定されています。つまり、ある土地をめぐ

る権利関係がものすごく複雑になってきているのです。ある人が､「自

分の土地で耕作をしている」といった場合、そこで得られる収穫物の

全部を自分で処分できるのではなく、その半分は借金の形に返済をせ

ざるを得ないというケースがよくあります。お金を借りているので別
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の人のために働いているというような一種の小作関係のようなものが

結構ありまして、その問題を頭に入れておく必要があります。

こうした土地に対する彼らの権利が、インドネシアが独立した後に

大きな変化をこうむりました。1957年に植民地時代の外国企業の資

産の国有化が宣言されました。最初に述べましたように、西スマトラ

ではパダンセメント、テルック・バユール港、それにオンピリン鉱

山の３つが国有化の対象になりました。それから重要なものが、1960

年の土地基本法です。この法律では共有地権そのものは認めるという

姿勢なのですけれども、それは公共の利益の下に従属するという事が

規定されています。

それでもスカルノ政権時代にはこの規定は抑制されていましたが、

スハルトの開発の時代になってからはほとんど歯止めを失ってしまい

ました。その詳しい実態については、後で述べることにします。こう

した開発優先の思想に対抗するものとして、リーガル・プルーラリズ

ムという主張がよく聞かれます。たとえある集団の共有地ではあって

も、国家の側からすでにＨＧＵ（土地利用権）の設定された土地は、

国家の土地として主張され、民衆の共有地権を否定していくことが多

いのですが、リーガル・プルーラリズムに基づいて民衆の共有地権を

どこまで認めることができるのか、そうしたせめぎあいが、非常に大

きな論点として見出すことが出来ると思います。リーガル・プルーラ

リズムの根拠にアダット（慣習法）があるのですが、中村光男先生の

コメントでは、イスラーム法もその根拠となるということでした。

２－２西スマトラの地方自治

ミナンカバウ母系制を考えるうえで､ナガリの自治制というものが、

植民地時代からインドネシアの独立後の体制の中で、全体の統治機構

の中でどのように位置づけられてきたかということは重要な問題で

す。２０世紀の初頭にナガリ自治という言説が確立していきます。こ
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れは1914年にナガリ法というものが出来て、それによって地方自治

の最小の単位がナガリであると認められた結果です。ミナンカバウの

母系制の本質として、よくナガリ共和国という言葉で呼ばれますが、

そうした言説が確立したのがこの頃です。

現在の西スマトラには540程のナガリがあります。これは固定して

いるわけではなくて、増えたり減ったりしています。人口が増えてい

くにつれてナガリが大きくなっていくと、分裂し、別のナガリが生ま

れるという生成発展の歴史を繰り返してきました。］6ナガリが認めら

れるには、少なくとも４つのスクが必要だと言いましたが、そのほか

に、２０００人以上の人口、モスクの存在などの要件もあります。共有

地返還闘争の過程で、ナガリ内で対立が大きくなるケースがよくあり

ました。そうした場合には、不満を持つ側は新たなナガリの創設を主

張するというケースがありました。これはどうやらミナンカバウの歴

史に由来する発想のようで、ナガリの数というのは固定していないの

です。

とにかくナガリというものが一種の共和国を作っていて、ミナンカ

バウはそういうナガリの連合であるという考え方が２０世紀初頭に出

来上がってきて、ミナンカバウという民族集団というものが認識され

ていく。これはオランダによってそうした言説が作られていったと、

ジョエル．カーンというオーストラリアの人類学者が言っています。
１７ 

地方自治という観点から見ると独立後も大きな変ｲﾋはなくて、ナガ

リが最小の自治の単位であるということはスカルノ時代にもスハルト

時代の初期までは受け継がれていきました。しかしながら、スハルト

がその支配体制を確立し、国内の法、行政の体系を「開発独裁体制」

にふさわしいものにしていく努力の過程で、いくつかの重要な変化が

起きました。

まず、1974年の婚姻法の改正です。それまでは婚姻というものは、
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個人の問題であって、国家は介入しないという原則がありました。イ

スラーム法と各民族集団のアダット（慣習法）に基づいた手続きです

まわせていたのです。ところが、イスラームの一夫多妻の原則は近代

国家にふさわしくないと主張する近代派女性の強い圧力で、一夫多妻

を事実上禁止する婚姻法が制定され、特に公務員にはその規定が厳し

く実施されていくようになりました。’８

婚姻法に続く大きな動きは1979年の「村落法」の制定です。オラ

ンダ時代にインドネシアは20以上の異なった「慣習法共同体」（現在

の民族集団）が認知され、そこでは独自の行政組織が植民地末端の行

政機構を担いました。ところが'979年の村落法は、全インドネシア

の末端の行政機構を、ジャワの村（デサ）を基準とした行政単位で統

一しようという動きでした。ミナンカバウのナガリは平均数千人の人

口を抱えていましたので、いくつかのデサに分割されていきました。

そして、村長を住民の直接投票で選ぶわけで、元公務員とか、退役軍

人が選ばれることが多く、'慣習法に基づくナガリのリーダーシップと

大きく衝突しました。これは中央集権を末端にまで徹底したいという

政府の方針の現れであったのですが、スハルト退陣後、脱中央集権化

の流れの中で、大幅な見直しをされることになりました。

1998年のスハルト退陣後、９９年に地方自治法というものができて、

スハルト時代を特徴づけた中央集権化に対する批判としての脱中央集

権化（インドネシア語でDisentralisasi）の動きの一環でナガリが復

活します。実際に各ナガリが復活するのは、それぞれのナガリの準備

状況によって違いますが、早いところでは2001年に元のナガリが、

行政の末端機構として機能し始めました。ナガリ長は選挙で選ばれま

す。ここでも、元公務員とか退役軍人がナガリ長に選出されることが

多く、ナガリの復活がすぐに、ミナンカバウ民主主義の復活とはなり

ませんでした。ナガリ長の多くは、ナガリの代表であるという意識よ

りは、政府の末端機関であるという意識の方が強い、と言わざるを得
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ません。

２一３オランダ時代の長期借地制(Erpacht）

「はじめに」で紹介しましたように、オランダ時代にErpachtとい

う長期借地制というものが確立しました。これを手掛かりに西スマト

ラでのオランダの植民地支配の実態を、ジャワとのアナロジーで捉え

てみるとその特徴がよくわかります。ジャワでは１９世紀の1830年代

から強制栽培制度が始まって、ジャワの稲作適地では強制的にサトウ

キビを栽培させられていきます。そうして栽培させたサトウキビを砂

糖に加工し、それを世界市場に売ることでオランダ植民地政府は巨額

の利益を得ました。しかし、そうした経営方式がうまくいかなくなっ

て1870年に、ジャワでは農地法が宣言されて、民間の資本家による

植民地経営への参加という新しい道が開かれていきます。’９

ちょうど西スマトラでは、1870年に領土宣言がなされました。こ

れは、ミナンカバウの人びとが作っている水田と宅地以外は、Waste

Land（荒野、無主地）であるということで、すべてオランダ領であ

るという宣言がなされていきます。領土宣言によってオランダは、水

田と宅地以外は無主地（荒野）であるから、その処分権は国家が持つ

と宣言したわけです。その背景には、1840年始まった西スマトラで

のコーヒーの強制栽培制度20が次第に行き詰まり、ジャワと同じよ

うに私企業の資本投下による開発ということが構想されたわけです。

だが、それはバダヴイアの植民地当局の考え方であって、折からア

チェ戦争が激しくなると、西スマトラで実際に行政を行っている人々

は、とてもそれを実行できなかった。つまり、共有地として利用され

ている土地はミナンカバウ人の意識の中では明確ですから、西スマト

ラ州の行政を直接担っている役人たちは怖くて手が出せない。共有地

には領土宣言がされているけれども、「下手に手を出したらかみつか

れてしまう」と恐れていたわけです。

こうした矛盾を解決する一番いい方法はErpachtという長期のリー
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スをすることでした。1876年に最初のリース契約が行われました。

１９世紀の終わりまでに、２６００バウｂｏｕｗ（バウというのはオランダ

特有の土地の計量法で、ｌバウが約０７ヘクタール、2600バウは約

1500ヘクタール）の土地に長期借地権が設定されました。

さて、ジョエル・カーンがジャワとスマトラのErpachtと耕作地

の比較の資料を載せています（Kahnibid.ｐ216)。スマトラでは全体

の１７％に過ぎないのに対してジャワでは２４％とかなり高い割合で借

地権が設定されていて、それだけ西スマトラでの借地権の設定が進ん

でいなかったということになります。

表１西スマトラとジャワの耕作地と長期借地権設定率

領土宣言をして、水田と宅地以外はオランダが自由に使えるのだと

バタビア当局が言いながらも、実際は現地の`慣習法の重みを知ってい

る人々が領土宣言に批判をしていくわけです。領土宣言をしてバタ

ヴイアからは積極的にミナンカバウの土地を利用せよという通達がし

ばしばくるわけですが、現場ではそうにもいかず、バタヴィアの指令

をサボタージュしていたわけです。

ジャワでの強制栽培制度が1870年に終わったのに対して、西スマ

トラのコーヒーの強制栽培制度は[ⅡＩがりなりにも２０世紀初頭まで続

きました。そこから上がる利益が初期の頃と比べるとうまみのあるシ

ステムにならなくなっても、ずるずるとその制度を維持してきたわけ

です｡その背景には、この制度に協力した現地人コラポレーターの存

在が重要です。彼らは「プンフールー・ララスPenghuluLaras」と呼
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ばれていて、通常のアダットの規定が及ぶ最大の範囲であるナガリを

超えて、複数のナガリを管理する現地人役人でありました。当然オラ

ンダによって厚遇され、通常のミナンカバウ人では考えられないほど

の土地を与えられ、ミナンカバウ社会の階層化を進展させました。２１

しかしながら、ついにオランダも西スマトラでの強制栽培による収

益をあきらめざるを得なくなる時がやってきました。それに代わって

考えられたのが､各住民一人一人から税金を徴収する人頭税方式です。

1908年です。これに対してアガム県のカマン（ブキテインギの北）

で西スマトラ最大の反乱が起きた。何故反乱が起きたかというと、そ

れまではナガリの指導者が、彼の管轄下にある親族集団のだれがどの

程度のコーヒーを納入したかを管理していたのですが、一人一人税金

を納めないとならないとなると、そうした権威の体系が崩壊してしま

う、ということが大きな理由だったと、この反乱を分析したケン・ヤ

ングは言っています。

こうした反乱の深い背景を当局は認めざるを得なくなり、１９１４年

にナガリ条例というものができます。ナガリをミナンカバウにおける

最小の自律的な行政組織として認め、そこでの共有地権も認めたわけ

です。しかし、オランダは、こういう共有地権のほかに鉱山開発権と

か保護林を設定します。ミナンカバウの社会が流動的になってきて、

人口移動が激しくなっていくと、従来利用していなかった土地に移動

して、ナガリを作っていくということがしばしば起こりました。西ス

マトラは火山の多い地域で、従来利用されてこなかったところに人が

入ると、自然破壊を引き起こすことが多いので、起伏の激しい所は保

護林にされていきました。ソロック県では７５％が保護林に指定され

てしまいました。２２

３共有地返還闘争

9４ 中島成久
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３－１１９６０年「土地基本法」と共有地権の行方

共有地返還闘争を理解していく際に、独立後の1960年に制定され

た「土地基本法」の影響は重要です。「土地基本法」はインドネシア

語でUndang-undangPokokAgrariaといい、日本の専門家の間では

｢土地基本法」と訳されています。しかしどう考えても私には、「農業

基本法」としか訳せないのですが、今はその訳に従います。

とにかく土地基本法によって植民地時代の複雑な法体系を一元化し

ようということで、土地に対する法整備を行ったということです。し

かし、これは非常に複雑で、水野広祐さんの研究から見ると、２３土地

基本法というものは基本的に慣習法に基づく共有地権を認めているけ

れども、実際には公共性というか、例えばそこに有益な資源があった

場合にその資源をどうするかと力､、水源地の問題など、そうした土地

に関する管理、使用、賃貸、新たな開墾の問題が細かく条例で規定さ

れていきます。

それから土地の私有権を主張する者は土地登記をしなければならな

いと規定されていますが、これは複雑な上に非常にお金がかかること

でありまして、私の知る限りミナンカバウの共有地で土地登記などさ

れてはいません。

それから1960年に土地基本法を施行するための具体的な法令集が

出て、その中にオランダ時代の大規模農園は、農地基本法施行後２０

年間は有効であると規定されています。つまり２０年間経つとオラン

ダ時代の氷借地権は消えるとされているのですが、これは西スマトラ

ではほとんど通用しないというか、住民もこのことを知りません。こ

の規定を無視した形で、政府･軍のビジネスがなされていっています。

ソロック県のナガリ・ググック（ブキット・ゴンポン）のあるスク

の８００ヘクタールの共有地がオランダ時代にコーヒーのプランテー
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ションとして利用されていました。インドネシア独立後はそのスクが

経営を継承していたのですが、１９６５年の政変を機会に、ソロック県

が収容し、後にある私企業にＨＧＵ（土地利用権）を発行してしまい

ました。しかしその企業が倒産してからは別の企業にＨＧＵが譲渡さ

れ、今日に至っています。そのスクでは、この共有地の返還を求めた

いのは山々なのですが、ソロック県のＢＰＮ（国土庁）が管理する－

部の土地の返還を求めて、裁判を起こしました。しかし、「57年の国

有化によりすでに土地は国家のものである」という判決が出され、

現在上告中です。オランダ時代に設定された借地権は、少なくとも

1980年には終結しているはずだと解釈されるのですが、こうした論

理を展開することを住民はしていません。法律をよく知らないのか、

別に戦略があるのか、よく分かりません。

共有地の５０ヘクタールに、数年前にソロック県の庁舎が引っ越し

てきました。「この事業を認める代わりに他の共有地の返還を約束す

る」という、当時の県知事の口約束をいまだに信じていて、だまされ

たことを認めておらず、闘争の作戦が激烈な地方政府批判という形を

とりえていないのが現状です。２４

３－２カパロ・ヒラランの事例より

カパロ・ヒラランの例について簡単に説明します。これは皆さんに

お配りした英文の論文で詳しく書いてあります。２５このカパロ・ヒラ

ランの例だと1904年にオランダのある私企業に470ヘクタールが貸

与されました。ここをタンデイカット・ラマTandikatLamaといい

ます。それから1923年にドイツのある企業に６３ヘクタールが賃貸さ

れました。ここをタンデイカットバルTandikatBaruといいます。

その最初の頃に何を作っていたかは分かりません。

大木昌さんという西スマトラの植民地時代の経済を研究されてい

る方によると、26西スマトラにゴム園が入ってくるのが１９１６年です。
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インドネシア全体でもメダンの近郊のデリが一番早いんですけれど

も、それでも２０世紀に入ってからのことです。２７とにかく、１９１６年

以降にゴムを植えたようです。もっとも、地元の住民の話では、日本

の占領軍がゴムを植えたという証言をする人もいましたが、あまり信

用できません。というのも、日本軍の必要としたのは米であり、ゴム

はこの次であったからです。北スマトラ辺りではゴム園を水田に転換

させたところもあるのですが、カパロ・ヒラランでは、ゴム園は無傷

で残りました。

その後1958年のＰRRIの反乱までは、ベテランと地元が共同で管

理をしていたのですが､ＰRRIの反乱軍を鎮圧するためにジャワのデイ

ポヌゴロ師団が西スマトラに入ってきて、彼らはこの支配地の経営に

口を出し始めました。そのためにプランテーションの労働者として

ジャワからジャワ人を移住させます。カパロ・ヒラランの共有地に近

いタロというナガリの－支村（ミナンカバウ語ではジョロン／コロン

と呼ぶ）にジャワ人が集中して住むようになりました。そして、１９６５

年の政変を機に、パダン軍管区の支配下に落ちました。その後、軍は

｢協同組合Koperasi」を作り、その「協同組合」がプルナ・カルヤ社

を経営し、退役軍人を中心に経営に当たりました。

1998年５月スハルトが退陣してから、全国的な「改革」の動きに

刺激されてナガリ全体でタンデイカット・ラマとタンデイカットバ

ルにある農園の返還闘争が起きました。大きな返還闘争が組織されて

いきましたが、村が全部一つの意見にまとまったかというとそうでは

なくて、タロの住民は返還闘争に反対しました。彼らは、カパロ・ヒ

ラランの共有地はすでに政府の土地になっているとして、返還闘争の

根拠はないと主張しました。その背景としてタロには、ミナンカバウ

人もいますが、ジャワ人も３分の1はいまして、共有地権を否定して、

会社の経営と利益を自分たちで独占したいという野望がありました。

また、1999年の「地方自治法」により、昔のナガリが復活すること
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になりましたが、そうなると、軍に協力的であったタロの人びとは村

で孤立化するのを恐れて、独立したナガリの創設を言い出すなど、返

還闘争の足を引っ張りました。

軍は、いったんは住民の主張を認め、一時金を支払い、これまでの

運営を謝罪し、これからは会社と村で共同して農園の運営をしていく

ことを約束したのですが、住民の足並みの乱れに自信を持ち、約束を

反故にしてしまいました。軍が住民の主張を認めるのは相当なことで

ありまして、最初に述べましたように東ジャワのジュンブル県のジュ

ンガワーを除いたら、ほとんど例のないことです。

インドネシアを家族国家と呼ぶ研究者がいますが､それは軍や警察、

大学等の組織が、スハルトを頂点とする一つの家族であるということ

で、家族は家族の成員の面倒を見ないといけないとされています。２８

この構造はスハルト後も続いています。インドネシアの公務員は非常

に数が多くて、給料が非常に安いのです。公務員の給料だけではとて

も食えないので、他にアルバイトをすることが事実上奨励されていま

して、そのような裏の給与の源泉を独自に持たないと生活できないわ

けです。だから上から下までいろんなビジネスに手を出します。

そういう状況を考えると、カパロ・ヒラランのケースでは、曲がり

なりにも軍が今までやりすぎたとか、これからは利益を折半しようと

認めたということは非常に大きな意味があって、私はこの事例にその

意味で注目しています。

しかし村の中の混乱により、プランテーションは経営効率が非常に

悪くなった。つまり労働者が働かなくなったというか、今まで律儀に

ゴム園に行って、ダンピングをやってゴムを収穫し、軍を通して卸し

ていたのですが、「もっと高く買うよ」という民間の仲買が公然と出

てくると、そっちの方に卸すようになって、軍には卸さなくなるわけ

ですよ。それだけ軍の統制が利かなくなってきたわけです。経営状況

が悪くなって、結局2004年には、軍に与えられていた土地利用権（Ｈ
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ＧＵ〉が剥奪されて、会社も無くなってしまいました。しかし土地の

使用権、用益権は地方政府に移るということになって現在は小康状態

になっています。

４歴史を語る主体

西スマトラの共有地返還闘争は、個々の事例により、その背景も運

動の展開も大きく異なります。カパロ゛ヒラランでも軍による威嚇の

効果は大きいのですが、警察による直接的な暴力が日常的に振るわれ

ている事例もあります。リマプル・コタ県のムンゴとパッサマン県の

カパールです。あるいは、ｐＤＡＭによる水利用の場合には、1998年

以降地方政府に水利用の利益の還元を獲得した地域が少なくとも二箇

所はあります。リマプル．コタ県のセイ．カムニヤン（インドネシア

語ではスンガイ・カムニャン）とアガム県のスンガイ゛トゥランです。

ムンゴのケースは隣のナガリであるセイ・カムニャンとの境界争い

が背景にあり、またムンゴの共有地を利用してなされている牛の牧場

の労働者としてセイ．カムニャンの住民が雇用されているという事情

があります。２９カバールでは、1980年代のアブラヤシ゛ブームが背

景にあります。カパールの一部指導者が住民に何の相談もなしに、ナ

ガリの共有地をアブラヤシ開発業者に売り払い、土地の代金を「私的

に」流用したわけです。そうした一部の指導者の慣習法を無視した共

有地の売却に住民が反発し、抗議行動を行ったわけです。しかし件の

指導者たちは警察とプレマンと呼ばれる無頼者を使って、住民の反対

運動を弾圧し、‐切り崩しを行っています。３０

カパロ．ヒラランでは、パダン・パンジャン県全体と新ミナンカ

バウ空港に水を供給している水源がありますが、まだその権利の主

張には入っていません。また、ミネラル・ウォーターの会社が二社
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あり、－社はインドネシア第二位の生産を上げているＳＭＳ(Sumber

MinumanSehat)ですが、そことの交渉は全く行われていません。人

びとは、タンディカット・ラマ＆バルの共有地にあるゴム農園問題で

頭が一杯で、とても他の問題にまでは手が回らない、とも言えます。

ＳＭＳの所有者はパダン在住のジャワ人／中国人の混血で、ナガリ内

の二カ所で取水している。2003～４年に、毎月１５万ルピア（2000円

ほど）を寄付していたが、現在では何もありません。

スピヴァックは、「サバルタンの語りの主体」を問題にしています。

｢サテイ」という寡婦の殉死の習慣をめぐって、「サテイ」という用語

の使用が、植民地支配に抵抗する側からも、それを推進しようとする

側からも､異なった意味作用を伴って使われてきた実態を明らかにし、

｢サバルタンは語る主体ではなかった」と結論付けるわけです。３１ス

ピヴァックの議論は、フーコー批判の側面が大きく、「フーコーの主

体の概念では、結局はヨーロッパ中心主義を超えることはできない」

と批判しています。

ミナンカバウの共有地返還闘争を担っている人びとを｢サバルタン」

と呼ぶことは可能ですが、スピヴァックの問題とした「サテイ」を行

うインドの女性とは異なり､彼らは自らの権利を主張する主体ですが、

ミナンカバウにおける共有地返還闘争をめぐって、その主体をめぐっ

て、いくつかのポイントを指摘しておきたいと思います。

(1)インドネシアの正史への挑戦であるということ

「インドネシアはオランダの３５０年にわたる植民地支配の範を断ち

切って独立を遂げた」とよく主張されますが、こうしたオランダ植民

地支配を打破して新生インドネシアは誕生したという言説に、この闘

争は疑問符を突きつけています。特に1965年の政変後成立したスハ

ルト新秩序政権の開発政策に対して、開発の公共性を問い、その正当

性を問う闘争であることは、インドネシア近代史の正当性をめぐる問

１００１中島成久

Hosei University Repository



題の本質を示しています。人びとは決して歴史の正当性を問い直すな

どという発言をしているわけではないのですが、オランダ植民地支配

を「祝福」する彼らの主張を普遍化すれば、こうした問題を設定せざ

るを得ないのです。

(2)母系社会のアダットを根拠とする闘争であることの限界

政府・軍の開発政策への不満、批判の根源に、母系社会ミナンカバ

ウのアダットが規定する「共有地権」があり、それはオランダ支配の

時代には認められていた。彼らの批判の根拠は、基本的人権などの近

代法に依存してはおらず、過去認められていた「慣習法」を起源とし

ています。独立後「土地基本法」「森林法」「水道法」などが制定され、

政府・軍の開発を正当化する法律が数多く制定されてきた。しかしな

がら、そうした法体系に基づく開発には住民は計画段階からまったく

参加しておらず、開発の恩恵を得ることもなく、開発のための共有地

への補償も受けていないことへ大きな不満を募らせています。彼らが

抱くその不正義感の背景には、ナガリの成員としての憤懲だけではな

く、民族「集団」としての権利意識が背景にあることは間違いありま

せん。

1999年の「地方自治法」施行後のミナンカバウ社会では、皮肉に

も「保守化」が進行しています。このことの意味は、ナガリの復興が

進むと同時に、イスラームの規定を遵守する条例がいくつかの県では

制定されてきたことに見てとれます。フランスの「ベール禁止法」に

対抗する形で、「公共の場ではベールをつけること」を強制する条例

が施行されている県もあります。またプンフールーなどのアダットの

リーダーの権威がナガリ復活後ことさら強調されるという傾向があり

ます。これは、村落法時代（1979～１９９９年）には、ナガリ慣習法会

議(ＫＡＮ)は｢単なる｣慣習法的な事項を審議する機関に瞳められ､｢政

治的な」事項を取り扱うことを禁止されていたということの反動があ

るのはよく分かります。しかしながら、こうした傾向が進むと、ナガ
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リの中の形式主義がますます強調され、イスラームの規定の遵守に加

えて、共有地返還闘争を快く思わない指導者が輩出するということに

もなり、「地方自治法」施行後はかえって厳しい環境になってきたと

いうこともできます。ムンゴとかカパールのケースはその典型です。

復活したナガリは当面政府からの財政援助を受けていますが、次第に

その援助額を減らされる傾向にあり、ナガリ内の共有地権をめぐる争

いは今後ますます深刻になる可能性もあります。

(3)闘争の主体と反対派

闘争の主体は闘争の根拠を慣習法に求めていますが、現実の闘争で

は、‘慣習法を担う主体は各村において大きく異なります。2001年の

ナガリ復活後の地方自治の下で、軍.政府との関係のみならず、村び

と同士、近隣社会同士の利害関係が闘争の在り方を大きく規定してい

て、闘争の現実を複雑にしています。カパロ・ヒラランでは、初期の

闘争を指導したＫＡＮの指導者への不信任が決議されました。その背

景には軍が支払った一時金の使途が不明であるということに加えて、

スハルト時代に再創設されたＫＡＮの役割を「慣習法的なことに限定

する」という規定を「忠実に」解釈した反対派の動きがありました。

ムンゴでは近隣のナガリとの古くからの争いが、ムンゴの闘いを悲惨

なものにしている要因の一つであることはすでに指摘しました。

(4)抵抗の「声域」

アン・ストーラーは、「プランテーションの社会史一デリ、１８７０

～1979』の結論部で、デリ・プランテーション地帯における労働者

の抵抗を「声域」という用語で捉えています。３２「抵抗の声域」とは

比嶮的な表現であり、目に見える、はっきりと言語化された抵抗の形

式のみならず、非言語的な怠業とか、闇経済への参画なども抵抗の－

形式として捉えられると彼女は言っています。

ムンゴのケースの場合、農業省管轄の家畜庁の経営する牧場に占拠

されている２７０ヘクタールの共有地に、1998年以降住民が耕作を開
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始し始めました。それに対して警察が「一斉行動」を行い、反対派住

民を逮捕し、住民耕作地の作物や家畜、出作り小屋を破壊し、それに

共有地を瀧慨するダムまでも破壊しました。ムンゴの住民は警察のこ

の弾圧に損害賠償を求める裁判を起こしましたが､警察が去ると再び、

耕作を開始しました。しかし再び警察は「一斉行動」を起こし､作物、

家畜､小屋を破壊したのです。住民は言います。「警察が来ても、去っ

たら、何回でも耕作を始める。そこはわれわれの土地であるからだ」

と。３３

住民の闘いは、孤立しているわけではありません。カパロ・ヒララ

ンでは、カパロ・ヒララン出身のジャカルタ、ポゴール、デポック在

住の「プランタウ」（移住したミナンカバウ出身者）が彼らの運動へ

の支持を再三にわたって表明しました。全ミナンカバウのＫＡＮ（ナ

ガリ慣習法会議）の連合組織であるＬＫＡＡＭ（全ミナンカバウ慣習

法会議）もムンゴの闘争には支持を表明しました。また、ＬＢＨ（法

律援助協会)などのＮＧＯに支援を求めている地域もあります。しかし、

その声はあまりにも弱い。

(5)「扇動者」とは誰か

ムンゴとかカパールで、「扇動者」として何人か逮捕されました。

彼らは自分たちの権利を主張し、警察当局にそのために逮捕されたの

ですが、こうした用語は、植民地時代から使われています。つまり、

オランダの支配に反抗する人びとを「扇動者」と呼び、危険視し、排

除したのです｡また､スハルト時代には共産主義者を連想するコノテー

ションを伴ってしばしば使われたのですが、「改革」の時代において

も「扇動者」という用語が平然として使われている事実に驚いてしま

います。ポスト・コロニアリズムの研究において、旧植民地から独立

した国々において、植民地支配を髻露とさせる言説がしばしば使われ

ることが明らかにされていますが、共有地返還闘争もそうした観点か

ら検討することが是非必要なことを示唆しています。
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スピヴァックはデリダに傾倒し、彼女のサバルタン研究でも脱構築

的な思索の最後に「サバルタンは語れない」と結論付けています。一

方、アン・ストーラーは、フーコーを植民地状況下で読み直すという

問題意識の下、「プアーホワイト」が人種概念の発生・強化に大きな

役割を果たしたことに明らかにしてきました。３４この二人の接点はす

ぐには見出せないのですが、共有地返還闘争という問題を多面的に考

察することで、サバルタン研究と人種／文化のヘゲモニー研究とが－

つの問題領域として立ち現れてきたことは今後の研究に大きな視座を

提供すると思っています。
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Bungrとは、インドネシア語で「共有地はわれわれの日常生活の血管である。だから、切断してはな

らない！」という意味。
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ｑ写真２カパロ・ヒラランの共有

地内のゴム農園を「所有」してきた

軍の会社（管理棟)。

▼写真aUnitUsahaKoperasi，

KOREM/Wirab『ajaPadang（ウラ

ブラジヤ・パダン軍管区０３２協同

組合会社）
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▲写真４１９９８年以降は村

人がゴム園を勝手に伐採し

て、空き地を作り、収益性の

高い作物を植えている。

ｑ写真５その苗木。
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師､騨錨

圧

▲写真６ムンゴでの警察の一斉行動①（出作り小屋を破壊する警察官）

(左）写J辺７ムンゴでの警察の一斉行動②（燃やされた小屋）

(右）写真８ムンゴでの警察の一斉行動③（嘆き悲しむ人びと）

＊写真６～８はパダン法律援簸協会（LBHPadang）栂影（2006年１月２６日）
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